
 

 

事業の概要 

 急速な少子高齢化と人口減少が進み、高齢者、障害者、児童や生活困窮者等が抱える福祉課題は

複雑化・多様化しているが、労働人口の減少やそれに伴う定年年齢の引き上げによって、民生委員・

児童委員を含む地域の担い手不足は深刻になっている。そのため、国では、住民同士が地域をとも

に創っていく「地域共生社会」の実現を掲げており、地域住民の身近な相談相手、見守り役である

民生委員・児童委員の地域住民の生活実態や福祉課題の把握、地元自治体や関係機関と協力した包

括的な支援体制の整備が求められている。 

 このような状況の中、本会では、民生委員・児童委員が住民に最も身近なところで住民の立場に

立った取り組みを推進し、民生委員・児童委員活動や関連する制度の普及啓発並びに国の施策にお

いて重視されているこども・子育て支援に関する活動の強化を図るべく次の事業を取り組んだ。 

 

実施事業 

１．会務の運営 

（１）正副会長会議 

第 1回 令和 6年 5月 20日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

○令和 5年度 県民児協事業報告(案)について 

○令和 5年度 県民児協会計決算（案）について 

○令和 6年度 長崎県民生委員児童委員活動研究大会について 

〇令和 6年度 九州ブロック民生委員・児童委員関係事業会議について 

○令和 6年度 県知事及び福祉保健部長との意見交換の意見・要望について 

○令和 6年度 県民児協専門部会における協議題について 

○その他 

 

第 2回 令和 6年 8月 20日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

    ○令和 6年度 長崎県民生委員児童委員活動研究大会について 

○令和 6年度 九州ブロック民生委員・児童委員関係事業会議（長崎県）について 

○令和 6年度 県知事への表敬訪問・要望の提出について 

○令和 7年度 県民児協会議、研修について 

○令和 7年度 長崎県民児協指定モデル民児協事業の募集について 

○その他 

 

第 3回 令和 7年 2月 20日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

○令和 6年度 県民児協資金収支補正予算（案）について 

○令和 7年度 県民児協事業計画（案）について 

○令和 7年度 県民児協会議・研修等について 

○令和 7年度 県民児協資金収支予算（案）について 

    ○令和 7・8年度 全国民生委員互助共励事業「指定民生委員児童委員協議会」の選考方法 

     について 

    ○長崎県民生委員児童委員活動研究大会について 

○報告事項 

 ・長崎新聞報道内容について 

 

（２）委員会 

第 1回 令和 6年 6月 20日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

○令和 5年度 県民児協事業報告（案）について 

○令和 5年度 県民児協会計決算（案）について 

○令和 6年度 長崎県民生委員児童委員活動研究大会について 

 



 

○令和 6年度 九州ブロック民生委員・児童委員関係事業会議について 

○令和 6年度 県知事及び福祉保健部長との意見交換の意見・要望について 

○令和 6年度 県民児協専門部会における協議題について 

  〇その他 

 

第 2回 令和 6年 9月 17日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

○令和 6年度 長崎県民生委員児童委員活動研究大会について 

○令和 7年度 県民児協会議、研修会について 

○令和 7年度 県民児協指定モデル民児協事業の募集について 

○令和 6年度 県民生委員児童委員会長・リーダー研修会（県委託）について 

○報告事項について 

○その他 

 

第 3回 令和 7年 3月 17日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

○令和 6年度 県民児協会計収支補正予算（案）について 

○令和 7年度 県民児協事業計画（案）について 

○令和 7年度 県民児協会議・研修等について 

○令和 7年度 県民児協会計収支予算（案）について 

○令和 7・8年度 全国民生委員互助共励事業「指定民生委員児童委員協議会」の選考方法 

 について 

○長崎県民生委員児童委員活動研究大会について 

○令和 7年度 県知事への表敬訪問・要望提出について 

○報告事項 

 ・長崎新聞報道内容について 

 

（３）専門部会 

   令和 6年 6月 20日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

○生活自立支援部会   生活福祉資金の活用等について 

○ネットワーク研究部会 地域コミュニティ協議会との連携について 

○児童福祉部会     児童委員と主任児童委員の連携について 

 

（４）主任児童委員連絡会 

   第 1回 令和 6年 7月 19日 長崎市（ホテルセントヒル長崎） 

○行政説明 「令和 4年度改正児童福祉法について」 

○グループ討議 テーマ「児童委員と主任児童委員の連携について」 

○第 2回主任児童委員連絡会の開催について 

○その他 

 

   第 2回 令和 7年 2月 7日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

○講話 「不登校児童・生徒の関わり方・考え方について」 

講師 特定非営利活動法人 schoot 代表 内海 博文 氏 

○グループ討議 時間の関係で実施無し 

○令和 7年度第 1回主任児童委員連絡会の開催について 

 

（５）監査 

    県民児協監事による監査 令和 6年 5月 20日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

    以下の案件について監事 野口一男氏（長崎市）、監事 永島厚子氏（佐世保市）から監査を 

     



 

受けた結果、適正に実施されていることが認められた。 

○令和 5年度県民児協業務執行状況及び会計決算状況 

 

２．大会・研修会等の開催 

（１）令和 6年度長崎県民生委員児童委員活動研究大会 

   令和 6年 10月 31日 佐世保市（アルカス SASEBO大ホール） 1,608名 

     ○開会・式典 

     ○講演「新たな地域課題への向き合い方～つながりの力とは～」 

      講師：ルーテル学院大学 名誉教授 市川 一宏 氏 

     ○活動報告 

     ○大会宣言 

 

（２）令和 6年度九州ブロック民生委員・児童委員関係事業会議 

   令和 6年 9月 4日～5日 長崎市（サンプリエール長崎） 69名 

     ○基調報告：「民生委員・児童委員をめぐる動向と令和 6年度 全民児連事業について」 

     ○分科会：共通協議題「次期一斉改選を控えて～新たななりて確保への取り組み～」 

          選択協議題「子育て・子育ちを支える地域づくりに向けた児童委員・主任児童

委員の連携への取り組み～主任児童委員制度創設 30 周年を迎え

て～」 

     ○全体会 

     ○九州ブロック民児協会長会議 

 

（３）地方共励事業 相談技法研修会  

令和 6年 7月 23日 長崎市（長崎県 JA会館） 35名 

令和 6年 8月 6日 佐世保市（佐世保市労働福祉センター） 55名 

令和 6年 9月 10日 大村市（大村市コミュニティセンター） 57名 

 ○講義・演習「民生委員のための地域支援に活かす傾聴の基本」 

  講師：おふぃすどい 臨床心理士 土居 隆子 氏 

 

（４）長崎県民生委員児童委員会長研修会（県委託） 

令和 7年 2月 14日 諫早市（ながさき看護センター） 73名 

 ○講義「強めよう！災害時に向けたつながり高めよう！ 

      平時の福祉力・防災力 ～災害にも強い地域を目指して～」 

  講師：一般社団法人 FEEL Do 代表理事 桒原 英文 氏 

 

（５）長崎県民生委員児童委員リーダー研修会（県委託） 

令和 7年 3月 3日 大村市（大村市コミュニティセンター） 84名 

○講義「民生委員・児童委員」と「主任児童委員」の連携について 

     ～児童家庭支援を担う委員活動の重要性～ 

講師：九州大谷短期大学 幼児教育学科 教授 中村 秀一 氏 

 

（６）中堅児童委員・主任児童委員研修会 

令和 6年 5月 24日 諫早市（ながさき看護センター） 119名 

○講義「地域とともに歩む、児童委員と主任児童委員」 

     ～「主任児童委員」と「児童委員」の効果的な連携を考える～ 

 講師：九州大谷短期大学 幼児教育学科 教授 中村 秀一 氏 

○活動報告 

 



 

○グループワーク 

 

３．予算対策活動等の推進 

（１）県社協・県経営協共催の県知事表敬訪問および県福祉保健部長との意見交換会において、民

生委員・児童委員の活動しやすい環境づくりのため下記の要望書を提出した。 

＜要望事項＞なり手不足の解消と民生委員の負担軽減について 

・民生委員の活動は、複雑かつ多様化している中、なり手不足が指摘され続けている。来 

 年 11月には、委員の任期が切れることになり、この傾向は一層進行することが懸念され

る。このため、適任者を推薦することと併せ、県としてなり手不足解消に向けた方策を

検討していただきたい。 

 例えば、 

 ①国、県、市町職員、教職員など現役公務員（再任用）を民生委員として推薦すること 

  を可能とすることを県から市町に通知する。 

 ②民間事業所、各種団体などに勤務する職員を積極的に推薦できるよう、経済団体等を

通じて事業所に周知をする。 

 

   ＜県の対応＞ 

・民生委員・児童委員には、高齢者の見守り、子育てや生活困窮の相談支援などの活動を

通して、住民と行政の架け橋となり、地域住民の生活を支える重要な役割を担っていた

だいております。 

・県としましては、来年の一斉改選に向けて、民生委員・児童委員の確保のため、役割や

活動内容をより分かりやすく情報発信していくとともに、市町と連携しながら、活動の

負担軽減につながる取り組みを進めてまいります。 

・民生委員として現役の公務員を推薦することについては、現在、本県の事務取扱要領に

おいて、公務に専念する義務があることから選出を避けることとしておりますが、今後、

国等にも確認しながら、取扱要領の見直しを検討してまいります。 

・また、民間事業所等に勤務する職員を推薦することについては、商工会議所や商工会の

ご協力を仰ぎ、働きながら活動することについて、経営者への理解を求めていくととも

に、従業員等に対して民生委員・児童委員制度や活動内容の周知に努めてまいります。 

 

（２）県民児協への運営費補助および委託研修会の確保 

   県福祉保健課に対し、運営費補助及び委託研修会の確保のための要望を行った。 

 

４．ネットワーク活動の協働・推進 

各種会議・委員会への委員としての参画を通して関係機関・団体とのネットワークの構築に努

めた。 

 

５．福祉制度における民生委員・児童委員の協力体制の促進 

（１） 地域共生社会づくりをはじめとする福祉制度等において、各種委員に就任し意見を述べる 

など協力を行った。 

 

（２）各種福祉制度に関し、随時、情報提供を行った。 

 

６．児童委員・主任児童委員活動の充実強化 

（１）子育て支援や子どもの安全を守る取り組みに関する情報提供を行った。 

○県社協とともに住民への児童福祉週間・月間を広く周知し、児童委員活動の強化を図った。 

 

 



 

（２）福祉・保健・医療・教育等関係機関との連携強化 

   ○関係機関の各種会議に委員等として参画したほか、各種情報提供を随時行った。 

 

７．災害時要援護者支援活動の推進 

（１）被災地民児協支援募金のお知らせ（全民児連）を年に 1回市町民児協へ情報提供した。 

 

（２）長崎県災害ボランティア連絡会に参画し、関係団体との連携・協働に努めた。 

 

８．生活福祉資金貸付制度を活用した個別支援活動の推進 

（１） 県内の低所得者、障がい者及び高齢者世帯の生活上のニーズ及び問題を掘り起こし、安定し 

た日常生活の自立支援を行うために生活福祉資金を積極的に活用し、要援護者の生活の立

て直しや経済的自立に向けた生活支援などの生活援助活動を推進した。 

○令和 6年度貸付実績 

 生活福祉資金貸付実績   464件 372,905千円（除く新型コロナ特例貸付） 

 

（２）県社協が開催する貸付審査等運営委員会への参画 

貸付審査等運営委員会   6回（うち 6回出席）  

 

（３）県社協が行う滞納世帯への督促に際する実態の把握及び償還指導への協力 

督促時期    毎月 

償還指導実施時期   11月～3月 

償還指導実施社協   6市町社協（51人を対象） 

 

（４）「福祉票」及び「生活福祉資金借受世帯支援記録票」の活用促進 

○県内における福祉票の整備・集計を行い、要支援者の生活状況や支援過程を整理し、継続 

的な支援が行われるよう努めた。集計結果は、各地区の課題について検討される際の資料

として活用いただいたほか、県民児協だよりに掲載した。 

 

【令和 6年 10月 1日現在】                  枚数合計：25,611枚 

高齢者 障がい者 児童 
母子・ 

父子 
生活保護 その他 合計 

19,360 3,924 438 923 4,961 698 30,304 

（福祉票は、1枚で複数の種別に対応しているので枚数合計と合計は一致しない） 

○地域の福祉課題やニーズを把握するとともに、生活福祉資金借受世帯支援記録票にかかる

調査等の結果については社会福祉協議会に報告され、住民の福祉向上に活用された。 

 

（５）地域住民のニーズの発掘及び借受者への個別支援活動 

 

９．各市町及び単位民生委員児童委員協議会の機能強化のための積極的な支援および協力 

郡・市町民児協が行う研修会等への支援および協力 

   ○県社協と協力し、民児協からの依頼内容に応じた研修先等の紹介を行った。 

  

１０．県民児協部会・連絡会活動の充実 

（１）「生活自立支援部会」「ネットワーク研究部会」「児童福祉部会」の運営と活性化 

 

（２）「主任児童委員連絡会」の運営と主任児童委員活動の活性化 

 



 

１１．調査研究・情報提供活動の推進 

各民児協の現況把握 

○随時アンケートにより現況把握に努めた。 

 

１２．広報活動の推進 

（１）「県民児協だより」の発行 

○県民児協だより編集会議の開催 

    第 1回 令和 6年 7月 3日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

① 県民児協だより第 106号の感想について 

② 県民児協だより第 107号の企画について 

③ 県民児協だより第 108号企画（案）について 

④ その他 

第 2回 令和 6年 12月 5日 長崎市（長崎県総合福祉センター） 

① 県民児協だより第 107号の感想について 

② 県民児協だより第 108号の企画について 

③ 県民児協だより第 109号の企画（案）ついて 

④ その他 

○県内民生委員・児童委員に各地の活動状況等を紹介するとともに、多くの関係機関・団体

へ送付し、民生委員・児童委員活動の周知を図った。 

 第 107号 5,850部 

 第 108号 5,800部 

 

（２）地域住民へ民生委員・児童委員をＰＲするため、全民児連作成 民生委員・児童委員ＰＲカー

ドを購入し、全民生委員・児童委員へ配布した。 

 

１３．表彰 

（１）長崎県民生委員児童委員協議会会長表彰 1名 

 

（２）九州社会福祉協議会連合会会長表彰  18名 

 

（３）全国民生委員児童委員連合会会長表彰 

○民生委員・児童委員功労者表彰 6名 

○永年勤続民生委員・児童委員表彰 232名 

○永年勤続単位民児協役員表彰 1名 

 

（４）全国社会福祉協議会会長表彰 

○民生委員・児童委員功労表彰 6名 

○永年勤続功労表彰 2名 

 

（５）春の勲章・褒章  瑞宝単光章 2名 

 

（６）秋の勲章・褒章  藍綬褒章 1名 

 

１４．他団体・機関との連携強化 

（１） 他団体・機関が行う会議・各種行事への協力（委員就任や協力・後援等）を通じて、民生 

委員・児童委員の理解を深めることができた。 

 

 



 

各種大会、研修会、会議等への参加及び事業への協力 

１．第 93回全国民生委員児童委員大会 

令和 6年 11月 20日～11月 21日 宮崎県宮崎市（シーガイヤコンベンションセンター） 

51名参加 

 ○式典 

 ○特別講義：「向こう側の笑顔とこちら側の笑顔～まずは私が幸せでいよう～」 

  講師/加納 ひろみ 氏（宮崎県新富町） 

○活動交流集会 

（１）高齢者・障がい者が安心して暮らし続けることができる地域づくり 

（２）子育て・子育ちを応援する地域づくり 

（３）生活困窮者への支援と地域共生社会の実現 

（４）民生委員・児童委員活動の推進および民児協機能強化に向けて 

（５）災害に備える民生委員・児童委員および民児協組織としての取り組み 

○シンポジウム 

（１）持続可能な民生委員・児童委員制度・活動に向けて取り組むべきこと 

   

２．全国児童委員・主任児童委員活動研修会 

（１）令和 6年 8月 22日～8月 23日 東京都（東京ベイ幕張ホール） 

                           対面参加     2名 

                           オンライン参加  18名 

○行政説明：「子どもの健全育成と主任児童委員活動～多機関との連携協力～」 

○事業説明：「主任児童委員制度創設 30周年を迎えた制度・活動の振り返りと今後の活動推

進について」（中間報告） 

      全国社会福祉協議会 民生部 

○講義：「主任児童委員制度創設 30 周年を迎えた今後の主任児童委員の活動推進について」 

登壇者/聖隷クリストファー大学 社会福祉学部 准教授 泉谷 朋子 氏 

○パネルディスカッション 

登壇者/進行 

聖隷クリストファー大学 社会福祉学部 准教授 泉谷 朋子 氏 

     パネリスト/社会福祉法人至誠学舎立川 理事 高橋 久雄 氏 

           岐阜県民生委員児童委員連合会 会長 澤井 基光 氏 

           大阪市民生委員児童委員協議会 主任児童委員 福永 美和子 氏 

           岡山県民生委員児童委員協議会 主任児童委員部会長 秋田 悦子 氏 

（２）グループワーク 

 ①児童委員対象プログラム 

○講義：「児童委員協議会の活性化に向けた民生委員・児童委員と主任児童委員のさらなる

連携強化に向けて」 

講師/社会福祉法人至誠学舎立川 理事 髙橋 久雄 氏 

②主任児童委員対象プログラム 

○講義：「制度創設 30周年を迎えた、今後の主任児童委員に求められる取り組み」 

講師/聖隷クリストファー大学 社会福祉学部 准教授 泉谷 朋子 氏 

 

３．全国民生委員・児童委員リーダー研修会 

令和 6年 10月 17日～10月 18日 東京都（全国社会福祉協議会） 2名参加 

○行政説明 1：「地域共生社会の推進と民生委員・児童委員に期待される役割」 

 講師/厚生労働省 社会・援護局地域福祉課 

○行政説明 2：「わが国のこども政策の動向と民生委員・児童委員に期待される役割」 

 



 

 講師/こども家庭庁 成育局 成育環境課 

○講義 1：「民生委員・児童委員、主任児童委員の活動推進に向けたリーダーとしての役割」 

 講師/桃山学院大学 社会学部 准教授 南 友二郎 氏 

   ○グループワーク：「民生委員・児童委員、主任児童委員活動の充実と継続性を高める民児協

運営」 

    講師/桃山学院大学 社会学部 准教授 南 友二郎 氏 

○講義 2：「セクシャル・マイノリティの方の人権理解と民生委員・児童委員活動」 

講師/宝塚大学 看護学部 教授 日高 庸晴 氏 

 

４．全国民生委員指導者研修会（第 34回全国民生委員大学） 

令和 7年 2月 5日～2月 7日 ロフォス湘南 参加無し 

 

５．都道府県・指定都市民生委員児童委員協議会事務局会議 

令和 6年 6月 13日～6月 14日 東京都（全国社会福祉協議会） 

 

６．全民児連関係会議等への出席 

全民児連評議員会（第 1回） 令和 6年 6月 5日 

        （第 2回） 令和 6年 9月 26日 

        （第 3回）      令和 7年 3月 4日 

全国民生委員互助共励事業運営委員会（第 1回） 令和 6年 6月 5日 

                 （第 2回）   令和 7年 3月 4日 

全民児連地域福祉推進部会（第 1回）  令和 6年 7月 23日 

            （第 2回）  令和 6年 11月 11日 

            （第 3回）  令和 7年 1月 23日 

 

７．九州各県・指定都市民児協への出席 

各県・指定都市民児協会長会議 令和 6年 9月 5日 

 

８．その他関係機関・団体が行う事業への協力 

第 74回“長崎県社会を明るくする運動”長崎県推進委員会 令和 6年 5月 28日 

長崎県青少年育成県民会議通常総会並びに長崎県こども・若者応援団表彰式 

 令和 6年 6月 7日 

長崎県青少年育成県民会議常任委員会 令和 7年 3月 7日 

長崎県災害ボランティア連絡会運営委員会（第 1回） 令和 6年 6月 14日 

（第 2回、Web会議） 令和 7年 3月 13日 

長崎県福祉保健審議会 令和 6年 8月 7日 

子どもを守る長崎ひまわりプロジェクト（総 会） 令和 6年 6月 26日 

（報告会） 令和 7年 3月 24日 

  長崎ひまわりプロジェクト会員研修会               令和 7年 1月 27日 

長崎県要保護児童対策地域協議会 令和 6年 7月 31日 

長崎県福祉保健審議会 令和 6年 8月 7日 

長崎県福祉保健審議会児童福祉分科会 令和 6年 8月 7日 

長崎県児童救済基金評議員会（第 1回） 令和 6年 6月 13日 

（第 2回） 令和 7年 3月 13日 

長崎県社会福祉協議会理事会（第 1回） 令和 6年 6月 5日 

（第 2回） 書面審議 

（第 3回） 書面審議 

 



 

               （第 4回） 令和 7年 3月 4日 

長崎県介護保険審査会（書面審議） 令和 6年 6月 17日 

地域若者サポートステーション連携会議 令和 6年 6月 28日 

長崎県介護予防市町支援部会 令和 7年 2月 12日 

障害のある人もない人も共に生きる平和な長崎県づくり推進会議 令和 6年 11月 7日 

長崎県地域包括ケアシステム推進協議会認知症部会 令和 7年 2月 3日 

健康長寿日本一長崎県民会議（総会） 令和 7年 1月 20日 

ココロねっこパレード 令和 6年 11月 3日 

長崎県自立支援協議会 令和 7年 3月 18日 

長崎県障害者施策推進協議会（第 1回） 令和 7年 1月 24日 

長崎県ひきこもり支援連絡協議会 令和 7年 2月 3日 

長崎県自殺総合対策連絡協議会（書面開催）            令和 7年 1月 10日 

 


